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(１０)ＮＰＯへのヒアリング（その 4） 

 

■ NPO 法人による景観整備機構の取り組み                        

／ＮＰＯ法人茨城の暮らしと景観を考える会（ＷＩＬＬ） 

 

取り組みのポイント 

 

● 「ＮＰＯ法人茨城の暮らしと景観を考える会」は、行政でもなく、民間企業でもない、非

営利の中間組織として、景観形成に関わる取り組みを展開している。 

● ＮＰＯ法人としては、唯一の景観整備機構（平成 19 年 3 月現在）に指定されている。 

● 景観整備機構としては、県内の市町村に対して、「景観形成に対する啓発活動」などを展開

している。また、行政のみならず広く一般市民に対しても、「景観シンポジウムの開催」な

どを通し、景観形成に対する認識を深めてもらっている。 

● ＮＰＯなどの団体が活動する上で必要なことは、資金面だと感じている。地方公共団体は、

ＮＰＯなどに対して活動資金などを支援していく必要がある。 

 

 

【取り組みの概要】 

 

① 行政でもなく民間企業でもない中間組織                      

 

○ 例えば、水戸のまちなかの商店街の人達が今後の活性化策などを相談する相手がいな

くて困っている。そのような方々に対するアドバイザーとして、行政でもなく民間企業

でもない非営利の中間組織が必要と考え、ＮＰＯ法人を設立した。 

 

【具体的な取り組み例】 

○ 平成 16 年１月と３月に茨城県と共同で景観研究会を開催。 

―県の観光物産課と都市計画課に窓口をお願いし、庁内、並びに県内市町村に呼び掛けた。 

―県内の約４割の市町村が参加した。都市計画の担当部署からの参加が多かった。 

―これらを踏まえ、その後、県は市町村に配布する景観計画策定マニュアルを作り始めた。 

 

② NPO 法人としては最初に景観整備機構に指定                     

 

○ きっかけは、会のねらいと景観整備機構として期待される活動内容が一致したこと。

また、茨城県からの打診もあった。 

○ 景観整備機構になったメリットは、景観形成のパートナーとして、公式に県に認めら

れている組織であるため、県内市町村とのやり取りがスムーズであること。 
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○ 景観整備機構としての展望は、県内市町村に対して啓発活動を行い、まずは景観行政

団体を増やすこと。 

 

【具体的な取り組み例】 

○ 平成 18 年 3 月、シンポジウム「茨城の美しい景観づくり」を開催。 

―茨城県建築士会、茨城県建築士事務所協会と合同で開催した。 

―景観法を巡る動きについてのレクチャー、取り組み事例の紹介、パネルディスカッ

ションなどを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＮＰＯ等の活動持続のポイント】 

 

③ 地方公共団体からの支援                             

 

○ＮＰＯの活動に必要なのは、人材と資金。人材は活動を行う際に何とか集まるが、資金

は難しい。ＮＰＯに対する助成金支援などが、もっと必要である。 

○庁内連携がうまくいく（つまり、行革が進んでいる）ところでは、景観行政も進んでい

る。当会でも地方公共団体から景観について相談を受けアドバイスをするが、庁内調整

がつかず途中で断念することが多い。地方公共団体の関係部局が横断的に対応できるか

どうかが大きな課題。 

○地域のまちづくり団体を育てる必要がある。また、地域のリーダーを発掘し育てる必要

もある。 

シンポジウムの活動報告 ～会報より～ 


